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平 成 28年 第 ２ 回 伊 佐 市 議 会 定 例 会 の 開 会 に あ た り 、報 告

第 １ 号 か ら 報 告 第 ３ 号 ま で の ３ 件 に つ い て 説 明 申 し 上 げ

ま す 。  

 

ま ず 、報 告 第 １ 号「 平 成 27年 度 伊 佐 市 一 般 会 計 予 算 継 続

費 繰 越 計 算 書 」 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、汚 泥 再 生 処 理 セ ン タ ー 施 設 整 備 事

業 の 平 成 27年 度 の 執 行 残 額 2,7 6 7万 ８ 千 円 を 平 成 28年 度 に

繰 り 越 し ま し た の で 、 地 方 自 治 法 施 行 令 第 145条 第 １ 項 の

規 定 に よ り 繰 越 計 算 書 を 調 製 し 、こ こ に 報 告 す る も の で あ

り ま す 。  

 

次 に 、報 告 第 ２ 号「 平 成 27年 度 伊 佐 市 一 般 会 計 予 算 繰 越

明 許 費 繰 越 計 算 書 」 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 強 化 対 策 事 業 、

地 方 創 生 推 進 事 業 、市 民 窓 口 事 務 事 業 、布 計 鉱 山 鉱 害 防 止

事 業 、畜 産 ク ラ ス タ ー 事 業 、農 地 管 理 事 業 、経 営 体 育 成 交

付 金 事 業 、林 道 費 一 般 、道 路 維 持 管 理 事 業 、一 般 管 理  道

路 新 設 改 良 、過 疎 債 ・路 線 整 備 事 業 、辺 地 債 ・ 路 線 整 備 事

業 、社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 事 業 、浸 水 対 策 道 路 整 備 事 業 、

橋 梁 長 寿 命 化 修 繕 事 業 、公 営 住 宅 管 理 事 業 、小 水 流 団 地 建

替 事 業 、林 道 災 害 復 旧 事 業 、市 単 独 土 木 災 害 復 旧 事 業 、以

上 19事 業 の 総 額 ７ 億 7,1 6 5万 ２ 千 円 の う ち ７ 億 511万 ５ 千

円 を 平 成 28年 度 に 繰 り 越 し ま し た の で 、地 方 自 治 法 施 行 令

第 146条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 繰 越 計 算 書 を 調 製 し 、 こ こ に

報 告 す る も の で あ り ま す 。  

 

次 に 、報 告 第 ３ 号「 菱 刈 泉 熱 開 発 有 限 会 社 経 営 状 況 」に

つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

 

第 21期 事 業 報 告 書 の １ ペ ー ジ を お 開 き く だ さ い 。当 期 の

概 要 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  
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平 成 28年 ３ 月 末 の 給 湯 先 件 数 は 、前 期 よ り ３ 件 少 な い 17

件 で 、給 湯 量 は 、前 期 末 よ り 毎 分 190 ℓ 減 の 毎 分 845 ℓ で あ

り ま す 。  

業 績 に つ き ま し て は 、２ ペ ー ジ 以 降 で 説 明 申 し 上 げ ま す 。 

 

 ２ ペ ー ジ を お 開 き く だ さ い 。  

ま ず 、資 産 の 部 は 、流 動 資 産 に 預 金 436万 7, 2 8 9円 及 び 売 掛

金 １ 万 8,0 0 0円 の 合 計 438万 5, 2 8 9円 と な り ま す 。 負 債 及 び

資 本 の 部 に つ い て は 、流 動 負 債 に 未 払 費 用 17万 円 及 び 未 払

法 人 税 等 ７ 万 837円 、資 本 金 に 300万 円 、剰 余 金 に 前 期 繰 越

利 益 130万 1, 8 3 3円 、 当 期 純 損 失 1 5万 7, 3 8 1円 の 合 計 438万

5, 2 8 9円 で あ り ま す 。  

 

次 に ３ ペ ー ジ の 損 益 計 算 書 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。 

営 業 損 益 の 部 の 売 上 高 は 、 旅 館 等 に 給 湯 し て い る 湯 料 で

264万 8, 8 0 0円 で あ り 、こ れ か ら 売 上 原 価 2 4 8万 1, 6 4 0円 及 び

一 般 管 理 費 25万 4,6 2 0円 を 差 し 引 い た 営 業 損 益 は ８ 万

7,4 6 0円 の 赤 字 と な っ て お り ま す 。 こ の 営 業 損 益 に 営 業 外

収 益 を 加 え た 経 常 利 益 は マ イ ナ ス ８ 万 6,5 4 4円 と な り 、 こ

れ か ら 法 人 税 及 び 住 民 税 等 ７ 万 837円 を 差 し 引 い た 当 期 利

益 は マ イ ナ ス 15万 7, 3 8 1円 に な り ま し て 、 前 期 繰 越 損 益 を

加 え た 当 期 未 処 分 利 益 は 、 114万 4, 4 5 2円 で あ り ま す 。  

 

次 に ４ ペ ー ジ の 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 に つ い て 説 明 申

し 上 げ ま す 。資 本 金 は 、伊 佐 市 と 菱 刈 鉱 山 が 3 0株 ず つ の 計

60株 保 有 し て お り ま す 。 一 株 ５ 万 円 で あ り ま す 。  

繰 越 利 益 剰 余 金 の 当 期 末 残 高 は 114万 4, 4 5 2円 、株 主 資 本

合 計 及 び 純 資 産 の 当 期 末 残 高 は 、414万 4, 4 5 2円 と な り ま す 。 

 

次 に 、 第 22期 事 業 計 画 書 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

売 上 高 は 233万 3, 0 0 0円 を 見 込 ん で お り ま す 。 原 価 計 は 224

万 3, 0 0 0円 、 一 般 管 理 費 は 26万 円 、 営 業 利 益 は マ イ ナ ス 17
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万 円 と な り 、 こ れ に 営 業 外 利 益 1,0 0 0円 を 加 え 法 人 税 及 び

住 民 税 等 ７ 万 円 を 差 し 引 い た 当 期 利 益 は マ イ ナ ス 23万

9,0 0 0円 を 見 込 ん で お り ま す 。  

 

 今 後 も 厳 し い 経 営 が 予 想 さ れ ま す が 、引 き 続 き 経 費 の 一

層 の 節 減 を 図 る よ う 努 め て ま い り ま す 。  

 

以 上 で 報 告 ３ 件 の 説 明 を 終 わ り ま す 。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

降  壇  
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議 案 第 60号 か ら 議 案 第 63号 ま で の「 専 決 処 分 の 承 認 を 求

め る こ と 」 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

 

 ま ず 、 議 案 第 60号 は 、「 伊 佐 市 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す

る 条 例 」 を 専 決 処 分 し た も の で あ り ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、「 地 方 税 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 等

の 法 律 」、「 地 方 税 法 施 行 令 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 政 令 」

「 地 方 税 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 」、「 地 方 税

法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 省 令 」が ３ 月 31日 に 公 布

さ れ た こ と に 伴 い 、法 人 市 民 税 の 法 人 税 割 の 税 率 を 引 き 下

げ る こ と 、軽 自 動 車 税 に 環 境 性 能 割 を 導 入 す る こ と 、軽 自

動 車 税 の 名 称 を 種 別 割 に 改 め る こ と 、電 気 事 業 者 に よ る 再

生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 設 備 に 係 る 固 定 資 産 税 の 課 税 標 準

の 特 例 措 置 に つ い て 、わ が ま ち 特 例 に よ る 税 率 を 設 定 し 適

用 期 限 を 延 長 す る こ と な ど の 所 要 の 改 正 を 行 っ た も の で

あ り ま す 。  

 

 次 に 、議 案 第 61号 の「 伊 佐 市 国 民 健 康 保 険 税 条 例 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 」を 専 決 処 分 し た こ と に つ い て 説 明 申 し 上

げ ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、「 地 方 税 法 施 行 令 等 の 一 部 を 改 正

す る 等 の 政 令 」が ３ 月 31日 に 公 布 さ れ た こ と に 伴 い 、課 税

限 度 額 の 引 き 上 げ 及 び 減 額 措 置 に 係 る 軽 減 判 定 所 得 の 算

定 額 を 変 更 す る 改 正 を 行 っ た も の で あ り ま す 。  

 

 次 に 、議 案 第 62号 の「 伊 佐 市 立 幼 稚 園 保 育 料 徴 収 条 例 の

一 部 を 改 正 す る 条 例 」を 専 決 処 分 し た こ と に つ い て 説 明 申

し 上 げ ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、「 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 法 施 行 令 の

一 部 を 改 正 す る 政 令 」、「 子 ど も・子 育 て 支 援 法 施 行 規 則 の

一 部 を 改 正 す る 内 閣 府 令 」が ３ 月 31日 に 公 布 さ れ た こ と に

伴 い 、 市 民 税 所 得 割 の 額 が ７ 万 7,1 0 1円 未 満 の 世 帯 に つ い
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て 、従 来 の 多 子 軽 減 特 例 措 置 に お け る 年 齢 の 上 限 を 撤 廃 す

る と と も に 、 市 民 税 所 得 割 の 額 が ７ 万 7,1 0 1円 未 満 の ひ と

り 親 世 帯 等 に つ い て 、従 来 の 負 担 軽 減 措 置 を 拡 大 し 、第 １

子 の 保 育 料 に つ い て は 現 行 の 半 額 、第 ２ 子 以 降 に つ い て は

無 料 と す る た め 、 所 要 の 改 正 を 行 っ た も の で あ り ま す 。  

 

 次 に 、議 案 第 63号 の「 平 成 28年 度 伊 佐 市 一 般 会 計 補 正 予

算 （ 第 １ 号 ）」 を 専 決 処 分 し た こ と に つ い て 説 明 申 し 上 げ

ま す 。  

今 回 の 補 正 は 、平 成 28年 熊 本 地 震 の 発 生 に 伴 い 、被 災 地

で 復 旧 支 援 に 従 事 す る 職 員 を 派 遣 す る た め の 経 費 に つ い

て 新 た に 措 置 し た も の で あ り ま す 。  

そ の 財 源 と い た し ま し て は 、繰 入 金 を も っ て 充 当 し て お

り ま す 。  

こ の 結 果 、歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ 千

万 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ

1 7 5億 ８ 千 万 円 と す る も の で あ り ま す 。  

 

 以 上 ４ 件 に つ い て は 、特 に 緊 急 を 要 す る た め 、議 会 を 招

集 す る 時 間 的 余 裕 が な い こ と が 明 ら か で あ る と 認 め た の

で 、 地 方 自 治 法 第 179条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 専 決 処 分 し

た も の で 、同 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 、こ れ を 報 告 し 、承 認

を 求 め る も の で あ り ま す 。  

 

 次 に 、議 案 第 64号「 平 成 28年 度 伊 佐 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（ 第 ２ 号 ）」 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

 

今 回 の 補 正 は 、シ ス テ ム 改 修 に 係 る 経 費 の ほ か 、国 、県

の 補 助 事 業 費 の 内 定 等 に 伴 う 措 置 に つ い て 所 要 の 措 置 を

行 っ て お り ま す 。  

 

補 正 の 主 な 内 容 に つ い て 歳 出 か ら 順 次 説 明 い た し ま す 。 
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総 務 費 に つ き ま し て は 、地 方 公 会 計 制 度 に 対 応 す る た め

の シ ス テ ム 改 修 に 係 る 経 費 、個 人 市 民 税 の 制 度 改 正 に 対 応

す る た め の シ ス テ ム 改 修 に 係 る 経 費 を 新 た に 措 置 し た ほ

か 、 市 税 等 過 誤 納 還 付 金 に 追 加 の 措 置 を 講 じ て お り ま す 。 

 

衛 生 費 に つ き ま し て は 、布 計 鉱 山 鉱 害 防 止 事 業 に 係 る 経

費 に 追 加 の 措 置 を 講 じ 、農 林 水 産 業 費 に つ き ま し て は 、畜

産 ク ラ ス タ ー 事 業 及 び 特 用 林 産 事 業 に 係 る 経 費 に つ い て 、

そ れ ぞ れ 追 加 の 措 置 を 講 じ て お り ま す 。  

 

商 工 費 に つ き ま し て は 、楠 本 川 渓 流 自 然 公 園 の 給 水 管 布

設 替 工 事 に 係 る 経 費 を 新 た に 措 置 し 、土 木 費 に つ き ま し て

は 、市 道 改 良 に 要 す る 経 費 に 追 加 の 措 置 を 講 じ て お り ま す 。 

 

教 育 費 に つ き ま し て は 、中 高 生 連 携 推 進 事 業 に 係 る 経 費 、

教 職 員 住 宅 の 補 修 に 係 る 経 費 な ど に 追 加 の 措 置 を 講 じ て

お り ま す 。  

 

以 上 、歳 出 に つ い て 説 明 い た し ま し た が 、こ れ ら の 財 源

に つ き ま し て は 、国 庫 支 出 金 、県 支 出 金 、繰 入 金 、諸 収 入

及 び 市 債 を も っ て 充 当 し て お り ま す 。  

 

こ の 結 果 、歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ 億

9,7 8 9万 ６ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

そ れ ぞ れ 1 7 7億 7, 7 8 9万 ６ 千 円 と す る も の で あ り ま す 。  

 

こ の ほ か 、地 方 債 に お い て 、過 疎 対 策 事 業 の 限 度 額 の 変

更 の 措 置 を 講 じ て お り ま す 。  

 

次 に 、議 案 第 65号「 平 成 28年 度 伊 佐 市 国 民 健 康 保 険 事 業

特 別 会 計 補 正 予 算（ 第 １ 号 ）」に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  
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今 回 の 補 正 は 、 歳 出 に お い て 、 平 成 30 年 度 か ら 始 ま る

新 た な 国 保 制 度 に 対 応 す る た め の シ ス テ ム 改 修 に 係 る 経

費 を 新 た に 措 置 し て お り ま す 。  

 

こ の 結 果 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 1 6 2

万 円 を 追 加 し 、歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 4 6

億 4, 5 6 2万 円 と す る も の で あ り ま す 。  

 

次 に 、議 案 第 66号「 伊 佐 市 議 会 議 員 又 は 伊 佐 市 長 の 選 挙

に お け る 選 挙 運 動 用 自 動 車 の 使 用 並 び に 選 挙 運 動 用 ビ ラ

及 び 選 挙 運 動 用 ポ ス タ ー の 作 成 の 公 営 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 」 の 制 定 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

 本 件 に つ き ま し て は 、公 職 選 挙 法 施 行 令 の 一 部 改 正 に 伴

い 、選 挙 運 動 用 自 動 車 の 使 用 等 に 係 る 公 費 の 支 払 額 を 引 き

上 げ る た め 、 所 要 の 改 正 を 行 う も の で あ り ま す 。  

 

次 に 、議 案 第 67号「 伊 佐 市 家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び

運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 」の

制 定 に つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

 本 件 に つ き ま し て は 、家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営

に 関 す る 基 準 の 一 部 改 正 に 伴 い 、避 難 用 設 備 の 基 準 の 改 正

の ほ か 、保 育 の 担 い 手 の 確 保 に 対 応 す る た め の 職 員 配 置 の

特 例 を 定 め る な ど 、 所 要 の 改 正 を 行 う も の で あ り ま す 。  

 

次 に 、議 案 第 68号「 伊 佐 市 鹿 児 島 県 立 大 口 高 等 学 校 活 性

化 基 金 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 」の 制 定 に つ い て 説 明 申

し 上 げ ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、基 金 に よ る 支 援 を 可 能 な 限 り 継 続

し て 実 施 す る た め 、 所 要 の 改 正 を 行 う も の で あ り ま す 。  

 

次 に 、議 案 第 69号「 伊 佐 市 大 口 心 身 障 害 者 等 福 祉 セ ン タ
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ー の 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 条 例 を 廃 止 す る 条 例 」の 制 定 に

つ い て 説 明 申 し 上 げ ま す 。  

本 件 に つ き ま し て は 、伊 佐 市 大 口 心 身 障 害 者 等 福 祉 セ ン

タ ー の 用 途 廃 止 に 伴 い 、本 条 例 を 廃 止 す る も の で あ り ま す 。 

 

以 上 、議 案 1 0 件 に つ い て の 説 明 を 終 わ り ま す 。よ ろ

し く ご 審 議 賜 り ま す よ う お 願 い 申 し 上 げ ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

降  壇  


